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デジタル田園都市国家構想交付金について



デジタル田園都市国家構想交付金の全体像
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デジタル田園都市国家構想交付金の概要

地方創生推進タイプ

地方創生拠点整備タイプデジタル実装タイプ

デジタル田園都市国家構想交付金

デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・公的
サービスの高度化・効率化を推進するため、デジタル
実装に必要な経費などを支援。

観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
取組などを支援。
• 地方版総合戦略に位置付けられた地方公共団体の自主的・
主体的な取組を支援（最長５年間）

• 東京圏からのUIJターンの促進及び地方の担い手不足対策
• 省庁の所管を超える２種類以上の施設（道・汚水処理施設・
港）の一体的な整備

地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ

 デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上の取組を加速化・深化する観点から、
「デジタル田園都市国家構想交付金」により、各地方公共団体の意欲的な取組を支援。

産業構造転換の加速化に資する半導体等の
大規模な生産拠点整備について、関連インフラの
整備への機動的かつ追加的な支援を創設。

観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
拠点施設の整備などを支援。

書かない窓口 地域アプリ 遠隔医療 道の駅に隣接した観光拠点 子育て支援施設 スタートアップ支援拠点

大規模生産拠点
整備プロジェクト

プロジェクト
選定会議

選定
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1,735億
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デジタル田園都市国家構想交付金の推移

補正予算の推移

1,900億 1,600億 1,660億1,600億1,600億1,600億当初＋補正 1,800億

当初予算の推移

（億円）

地方創生整備推進交付金

地方創生推進交付金

地方創生拠点整備交付金

デジタル田園都市国家構想交付金

地方創生
テレワーク
交付金

デジ田推進
交付金

 R4補正予算において、「デジタル田園都市国家構想交付金」を創設。
 R6当初：1,000億円／R5補正：735億円（R5当初：1,000億円／R4補正：800億円）。

地方創生拠点整備交付金

地方創生整備推進交付金 デジタル田園都市国家構想交付金

（参考）R5補正の内訳
• デジタル実装タイプ：360億円
（R4補正：400億円）

• 地方創生拠点整備タイプ：300億円
（R4補正：400億円）

• 地域産業構造転換インフラ整備推進
タイプ：60億円

• 地方創生推進タイプ※：15億円
※万博の開催を契機として、各都道府県において新たに
実施する地方創生に資する取組を支援

（参考）R6当初の内訳
• 地方創生推進タイプ：950億円
（うちソフト事業：552億円）
（R5当初：930億円）

• 地方創生拠点整備タイプ：50億円
（R5当初：70億円）
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各タイプの概要
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デジタル実装タイプ1/2/3等：制度概要

目的 デジタルを活用した意欲ある地域による自主的な取組を応援し、「デジタル田園都市国家構想」を推進するため、デジタルを活用した地域の課題
解決や魅力向上の実現に向けた地方公共団体の取組を交付金により支援

概要

デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上に向けて、以下の事業の立ち上げに必要な経費を単年度に限り支援
【TYPE1】他の地域等で既に確立されている優良なモデル・サービスを活用して迅速に横展開する取組
【TYPE2】オープンなデータ連携基盤を活用し、複数のサービス実装を伴う、モデルケースとなり得る取組
【TYPE3】（TYPE2の要件を満たす）デジタル社会変革による地域の暮らしの維持につながり、かつ総合評価が優れている取組
【TYPES】「デジタル行財政改革」の基本的考え方に合致し、将来的に国や地方の統一的・標準的なデジタル基盤への横展開につながる

見込みのある地方自治体の先行モデル的な取組

共通
要件

①デジタルを活用して地域の課題解決や魅力向上に取り組む
②コンソーシアムを形成する等、地域内外の関係者と連携し、事業を実効的・継続的に推進するための体制を確立

詳細

＜TYPE別の内容＞

＜対象事業（一例）＞

デジタル社会変革型
【TYPE３】

データ連携基盤活用型
【TYPE２】

優良モデル導入支援型
【TYPE１】

優良モデル・サービスを活用した実装の取組

データ連携基盤を活用した、複数のサービスの
実装を伴う取組

下記いずれかを満たし、総合評価が優れているもの
・新規性の高いマイナンバーカードの用途開拓
・AIを高度活用した準公共サービスの創出

国費：1億円
補助率：1/2

国費：2億円
補助率：1/2

国費：４億円
補助率：2/3

複数分野データ連携の促進による
共助型スマートシティ（会津若松市）

【TYPE2/３】

書かない窓口 地域アプリ 遠隔医療
【TYPE1】

「デジタル行財政改革」の基本的考え方に合致し、
国や地方の統一的・標準的なデジタル基盤への
横展開につながる見込みのある先行モデル的な取組

(注) 上記のほか、計画策定支援事業において、デジタル実装に取り組もうとする地域の計画づくりを支援し、
 地方創生テレワーク型において、サテライトオフィスの整備・利用促進等を支援。

デジタル行財政改革
先行挑戦型
【TYPE S】

事業費：５億円
補助率：3/4
+ 伴走型支援



「転職なき移住」を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテライトオフィスの整備・利用
促進等に取り組む地方公共団体を支援します

進出企業地元企業・団体

①自治体運営施設を整備 ③既存施設の拡充・利用促進

④企業の進出支援

働く環境の整備

施設の利活用促進

進出企業
支援

事業費 最大1,200万円／団体

進出支援金
最大100万円／社

既存施設の拡充・利用促進で
地域に企業を呼び込みたい

施設を開設して、地域に企業を呼び込みたい

施設整備・運営 事業費 最大9,000万円／施設
利活用促進 事業費 最大1,200万円／団体

①↔②組合わせ可
（最大３施設）

施設整備・利用促進事業

⑤進出企業定着・地域活性化の支援

事業費 最大3,000万円／事業
本交付金を活用した施設や自治体独自の取組により整備された施設の
進出企業と地元企業等との連携事業を支援

②民間運営施設整備を支援

施設の利用企業を支援して地域への企業進出を促進

施設の利活用促進ＯＲ
①・②
または③ 視察・お試しツアー、

ビジネスマッチング、
Web 広報 等

補助率 2/3（高水準タイプ）
補助率 1/2（標準タイプ）

＋ ＋

＋

＋

進出支援事業

進出企業定着・地域活性化支援事業

①②③とセット申請

補助率 2/3
補助率 1/2

補助率一律 1/2

④単独での
申請

補助率
一律 1/2

デジタル実装タイプ 地方創生テレワーク型：制度概要
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地方創生推進タイプ／地方創生拠点整備タイプの概要

8

 観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組などを支援。

 市町村が、UIJターンによる①地方への就業者や、②テレワークによる転
職なき移住者等に対し、移住支援金（最大100万円）を支給する場
合、当該経費の１／２を支援。【地方創生移住支援事業】

 省庁の所管を超える２種類以上の施設（道・汚水処理施設・港）の
一体的な整備を支援。

地方創生推進タイプ

国費：3.0億円
補助率：1/2

国費： 都道府県:1.0億円
 中枢中核:0.85億円
 市区町村:0.7億円
補助率：1/2

国費：都道府県:3.0億円
 中枢中核 :2.5億円
 市区町村:2.0億円
補助率：1/2

上限額
補助率

地方創生の観点から取り組む、未
来技術を活用した新たな社会シス
テムづくりの全国的なモデルとなる
最長５年間の事業

先駆的・優良事例の横展開
を図る最長３年間の事業

先駆性の高い
最長５年間の事業先駆型

横展開型

Society5.0型

対象事業類型

【補正分】 万博の開催を契機として
実施する地方創生に資する事業

国費：1.0億円
（申請主体は都道府県に限る）
補助率：1/2

 制度概要

上限額
補助率対象

原則３か年度以内
の事業

（最長５か年度）

国費:
 都道府県15億円
 中枢中核都市10億円
 市区町村5億円
補助率：1/2

単年度の事業

当初予算分

補正予算分

事業類型

＜民間事業者の施設整備に対する間接補助＞ R4補正から導入
民間事業者等が一定の要件を満たす公共性・公益性を有する拠点施設等
を整備する取組に対し、地方公共団体が整備費の全部又は一部を補助した
場合に、国が当該補助経費の１／２※を交付することを可能とする。

施設等整備費用

½を補助

 民間事業者

 地方公共団体

 国

全部又は一部を補助

国費:
 都道府県15億円
 中枢中核都市10億円
 市区町村5億円
補助率：1/2

※国負担は事業費の１／３（かつ地方公共団体負担額の範囲内）を上限

地方創生拠点整備タイプ

 観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する拠点施設の整備など
を支援。

 制度概要

対象事業類型



地方公共団体による高等教育費の負担軽減に向けた支援の拡充

（参考）地方公共団体による「奨学金返還支援」の取組の推進 R4.６実施団体数：42都府県・717市区町村（対象地域計：1,584市区町村）

 地方公共団体による奨学金返還支援の取組の更なる拡大を促し、高等教育費の負担を軽減する。

地方創生移住支援事業の拡充（デジタル田園都市国家構想交付金の内数） R6.4実施団体数：1,314市町村

 地方創生の観点から、東京都内に本部を置く大学の学生が、卒業時に地方へUIJターンすることを促進するため、
①地方の企業において実施される就職活動に参加するための交通費への支援【R6拡充】
②上記の交通費支援を受けた学生が、実際に地方に移住する際にかかる移転費への支援【R7拡充予定】

を可能とすることにより、在学中の経済的負担を軽減する。

学生時代
日本学生支援機構や地方公共団体等から
奨学金を借入れ

地方公共団体が、域内の企業へ就職する場合などに、当該
者の奨学金返還を支援
※地方公共団体が貸与する奨学金であれば減免
※一定の要件を満たせば、特別交付税措置の対象となる

• 地方創生を推進するデジタル田園都市国家構想交付金 により、地方自治体による高等教育費の負担軽減に向けた支援を促し
つつ、 大学卒業後に地方に移住する学生への支援を強化する。「こども未来戦略」【抜粋】（令和５年12⽉22⽇閣議決定）

R6年
4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

R7年
１月 ２月 ３月 4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

R8年
１月 ２月 ３月

就職活動（選考面接）
内定

①就活の交通費【R6拡充】 ②移転費【R7拡充予定】

＜2024年度に就職活動を行う場合のスケジュール（就職活動に関する規定に基づくイメージ ）＞

移住

（注１）東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）は 条件不利地域を除き本事業の対象外
（注２）「2024年度卒業・修了予定者の就職・採用活動日程に関する考え方」（令和4年11月30日）参照

※注１

補 助 内 容

対 象 者 本部が都内にある大学の東京圏（条件不利地域を除く）のキャンパスへ原則として４年以上
在学する卒業年度の学部生（申請時）であって、要件を満たす地域に移住・就職する者。

就職活動に関する規定※注２に沿った活動（６月１日以降の選考面接）に要した交通費の１／２。

主 な 要 件 移住先の自治体が地方公共団体による「奨学金返還支援」（下記参照）を実施していること。

【R6拡充分】

※移住支援金（R6.4）及び奨学金返還支援（R4.6）の両方を実施している自治体数1,257
市町村。また、R6に奨学金返還支援を開始する自治体も対象となる。

地方創生移住支援事業

（１）移住支援事業

（２）地方就職学生支援事業（新設）

（４）地方移住支援窓口機能強化事業

（３）マッチング支援事業
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地域産業構造転換インフラ整備推進交付金

○都道府県が民間プロジェクトの関連
インフラ整備について実施計画を策定
（実施計画には、民間事業者と連携し、生産拠点の

整備に必要な関連インフラ整備事業を記載）

○実施計画を踏まえて内閣府が配分計画
を作成

○配分計画に基づき、交付金の予算を関

係行政機関に移し替えて執行

新しい資本主義に基づく産業構造転換の加速化に資する半導体などの大規模な生産拠点整備

について、関連インフラの整備を機動的かつ追加的に支援する新たな交付金（公共）を創設
※デジ田交付金の新たなタイプと位置づけ（予算補助）

【プロジェクト選定に当たっての視点】
◎半導体など、国策的見地から支援すべき
大規模な生産拠点整備を行うリーディング
プロジェクトであって、相当規模の立地・
投資を伴うものであること

◎関連インフラを当該地域に一体的かつ集
中的に整備する緊急性・合理性（※）があ
ること
※以下の点で合理的と認められるもの

・周辺地域において基礎的なインフラが整備
されている等

・災害リスクによる影響が軽微であると見込
まれるエリアへの新規立地である等

◎雇用機会の創出、地域経済の活性化など、
周辺地域の地方創生に寄与すること

基本スキーム

選定された民間プロジェクトの整備に必要となる次の事業（公共事業）で実施計画に記載されたもの

工業用水、下水道、道路

交付対象事業

大規模生産拠点整備プロジェクト プロジェクト選定会議選定

選定プロジェクトの関連インフラ整備に
ついて、都道府県が実施計画を策定

地域産業構造転換
インフラ整備推進交付金

支援

（内閣府（地方創生推進室）において所管）

TSMC
熊本工場

ラピダス
北海道
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地域産業構造転換インフラ整備推進交付金の支援対象となる民間プロジェクトの選定について（概要）

• R5補正予算において、半導体等の戦略分野に関する国家プロジェクトの生産拠点の整備に際し、
必要となる関連インフラの整備を支援するための新たな交付金を創設したところ（R5補正：60億円）。

• 今般、①国策的意義（大規模なリーディングプロジェクトであること等）
 ②関連インフラを一体的かつ集中的に整備する緊急性・合理性
 ③地方創生への寄与（雇用機会の創出等）

 の３つの視点から、本交付金の支援対象として４件の民間プロジェクトを選定。
• 今後、選定した民間プロジェクトの関連インフラ整備について、各自治体に対して支援を行う。

マイクロンメモリジャパン
（広島県東広島市）
：先端メモリ半導体（DRAM）

キオクシア（岩手県北上市）
：先端メモリ半導体（NAND）

JASM（熊本県菊陽町）
：先端ロジック半導体

ラピダス（北海道千歳市）
：次世代半導体 北海道

下水道

道路

岩手県
工業用水

下水道

広島県
工業用水

道路

熊本県
工業用水
下水道
道路

＜今年度支援を行う予定の関連インフラ＞＜今回選定する民間プロジェクト＞

令和５年12月15日公表
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令和５年度 地域産業構造転換インフラ整備推進交付金 配分概要
• デジタル田園都市国家構想交付金のうち、地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ（地域産業
構造転換インフラ整備推進交付金（令和5年度補正予算60億円））について、関係地方公共
団体からの提出のあった実施計画に基づき、以下のとおり、予算配分を決定した（R6.1.31）。

（単位：百万円）

今回配分額 経済産業省 国土交通省

工業用水
整備事業

下水道
整備事業

道路
整備事業

北海道
（千歳市） 1,369 0 0 1,369 1,090 279

岩手県
（北上市） 1,300 540 540 760 760 0

広島県
（東広島市） 376 233 233 143 0 143

熊本県
（菊陽町） 2,956 342 342 2,614 240 2,374

計 6,000 1,115 1,115 4,886 2,090 2,796

※上記金額は全て国費であり、単位未満は四捨五入している。

都道府県別、事業別配分額
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13

デジ田交付金（R5補正・R6当初）の募集のスケジュール

デジタル実装タイプ（R5補正）

地方創生拠点
整備タイプ
（R5補正）

地方創生推進
タイプ

（R5補正）

地方創生拠点
整備タイプ
（R6当初）

／
地方創生推進

タイプ
（R6当初）

TYPE1 TYPE2/3

地方創生
テレワーク型

施設整備・
利用促進
事業

（高水準タイプ）

その他

第
１
回

事務連絡 12月12日 ２月14日 12月12日 12月25日

実施計画等の
提出〆切 ２月15日 ３月５日 １月24日 １月31日 １月24日

採択結果の
公表 ３月29日 ３月13日 ３月29日

交付決定 ４月１日 ３月28日 ４月１日

第
２
回
（
予
定
）

事務連絡 ４月26日

実施計画等の
提出〆切 ６月21日 ６月４日

採択結果の
公表 ８月上旬

交付決定 ８月中下旬

（注１）「デジタル実装タイプ TYPE S」については、３月18日に事務連絡を発出、５月中に交付決定予定。
（注２）「地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ」は、12月15日に、支援対象として４件の民間プロジェクトを選定・公表。
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